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 速  報 ! さ く ら ユ ウ ワ 通 信

中小企業は最大４５％控除可能！「賃上げ促進税制」  

本制度は、一定割合以上の給与増加を行った企業に対し、法人税の控除を認める仕組みです。赤字法人でも
翌期以降に繰越控除が可能であり、また、教育訓練費の増加も優遇対象となるため、従業員のスキルアップを支
援しながら税制メリットを受けることができます。 

 
賃上げ促進税制とは？ 
 
【中小企業の場合】 
 適用要件 税額控除 

必須要件 

雇用者給与等支給額が前年度と比べて 
① 1.5％以上増加していること 

または 

② 2.5％以上増加していること 

控除対象雇用者給与等支給増加額の 

① 15％ 
または 

② 30％ 

上乗せ要件① 

・教育訓練費の額が前年度と比べて、 
５％以上増加していること 
 

・適用事業年度の教育訓練費の額が 
適用事業年度の雇用者給与等支給額 
の 0.05％以上であること 

税額控除率を 10％上乗せ 

上乗せ要件② 
適用事業年度中にくるみん認定等の 
認定を受けていること 税額控除率を 5％上乗せ 

※雇用者給与等支給額とは国内雇用者に対する給与等の支給額をいいます。ただし、雇用安定助成金額等の助成金額がある場合には、給与等の支給 

額から控除します。 

※税額控除額の上限：法人税額または所得税額の 20％（通常・上乗せ共通）が上限となります。また、繰越控除制度の適用を受ける場合には、繰越控除

を受ける金額と合わせて 20％が上限となります。 
 

（計算例） 

・前年度給与総額5000 万円 

・今年度給与総額5200 万円（前年より 4％の増加） 

 

  

 

 

 

 

        

 
 

赤字企業でも最大５年間の繰越控除が可能
２０２４年４月１日以降に開始する事業年度から、中小企業は要件を満たす賃上げを実施した年度に控除しきれ

なかった金額の５年間の繰越が可能です。 
ご不明な点ございましたら、各担当者までお気軽にお問い合わせください。  【家入】 

給与総額の 0.05％以上となる 26,000 円以上の研修訓練費

かつ 

前年比5％増加していれば 

さらに給与増加額の 10％となる 20 万円が 

必須要件②を満たし、30％の税額控除 

（5200 万円－5000 万円）×30％＝60 万円 

⇒法人税額から 60 万円が控除される 

 給与増加分 

https://syp-ac.com/

